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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 6,713 43.8 164 ― 213 334.4 113 563.9
22年3月期第3四半期 4,669 △33.7 2 463.4 49 △8.3 17 101.3

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 15.45 ―
22年3月期第3四半期 2.33 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 6,730 3,698 54.9 503.73
22年3月期 6,288 3,647 58.0 496.87

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  3,698百万円 22年3月期  3,647百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無   

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00
23年3月期 ― 0.00 ―
23年3月期 

（予想）
7.00 7.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,250 16.5 260 25.0 325 19.5 170 14.1 23.16



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  
（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に
基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続を実施中であります。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、四半期決算短信【添付資料】３ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページ「2. その他の情報」をご覧ください。）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 7,500,000株 22年3月期  7,500,000株
② 期末自己株式数 23年3月期3Q  158,493株 22年3月期  158,493株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 7,341,507株 22年3月期3Q 7,341,507株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

  当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府の「新成長戦略」に基づく政策運営に基づき、デフレ

終結と本格的な経済回復軌道を目論んでいるものの、改善の動きは足踏み状態で、雇用情勢も依然厳しい状況にあ

りました。 

建設業界におきましても、公共投資発注の動きを示す公共工事請負金額は弱めの動きが続き、民間企業の設備

投資も横這いの中、受注競争はより一層激化しております。一方、運輸業界におきましては、扱い品目の物流が緩

やかに回復に向かい、燃料価格も安定し、業況に一服感がでてまいりました。 

このような状況の下で、当企業グループは、建設事業の受注獲得に特に注力いたしました結果、当第３四半期

連結累計期間の建設事業の受注高は59億67百万円となり、通期受注計画80億円に対する進捗率は74.6％となってお

ります。 

売上高につきましては、運輸事業は連結売上高における割合が低いものの堅調に推移し、建設事業もほぼ予定

どおりの工事進捗を果たし、当第３四半期連結累計期間の売上高は67億13百万円となり、前年同期比43.8％の増収

となりました。 

一方、利益につきましては、建設事業の増収影響が大きく、当第３四半期連結累計期間の営業利益は１億64百

万円で前年同期比１億61百万円の増益、経常利益は２億13百万円で前年同期比１億64百万円の増益となりました。

また、四半期純利益については１億13百万円と、前年同期に比べ96百万円の増益となりました。 

  

 報告セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

  当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、４億41百万円増加いたしました。

その主な内訳は、受取手形・完成工事未収入金等が５億73百万円増加する一方、現金預金が２億98百万円減少し

たことであります。 

  また、負債は３億90百万円増加し、純資産は50百万円増加いたしました。負債増加の主な内訳は、支払手形・

工事未払金等が３億92百万円増加したことであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」 という。）は、23億93百万円とな

り、前連結会計年度末より２億98百万円減少いたしました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、２億20百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、税金等調

整前四半期純利益の２億11百万円及び仕入債務が３億92百万円増加したことにより資金が増加する一方、売上

債権が５億73百万円増加したこと及び法人税等の支払１億44百万円により資金が減少したものであります（前

第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、20億69百万円の資金の減少）。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、26百万円の資金の減少となりました。その主な要因は、有形固定資産

の取得による支出19百万円、投資有価証券の取得による支出６百万円等によるものであります（前第３四半期

連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、15百万円の資金の減少）。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、51百万円の資金の減少となりました。その要因は、配当金の支払額51

百万円によるものであります（前第３四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、51百万円

の資金の減少）。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

  売  上  高 セグメント利益（営業利益） 

・建設事業 65億26百万円 １億29百万円 

・運輸事業 １億87百万円 35百万円 



（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成22年10月22日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。 

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等に著しい変化が生じておら

ず、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使

用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法を採用しております。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期

間から適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響はありません。  

②表示方法の変更 

（四半期連結貸借対照表） 

前第３四半期連結会計期間末において、区分掲記しておりました「長期預り保証金」27,589千円（当第３

四半期連結会計期間末は460千円）は、金額的重要性が乏しくなったため、前連結会計年度から固定負債の

「その他」として表示しております。 

  

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の

用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５

号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示

しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 2,409,918 2,708,611

受取手形・完成工事未収入金等 1,978,836 1,405,203

未成工事支出金 378,878 333,682

不動産事業支出金 403 403

材料貯蔵品 2,663 3,294

繰延税金資産 25,256 37,580

その他 174,626 36,134

貸倒引当金 △24,280 △24,250

流動資産合計 4,946,303 4,500,659

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 378,227 376,397

機械、運搬具及び工具器具備品 239,099 224,188

土地 716,707 716,707

減価償却累計額 △495,768 △478,307

有形固定資産計 838,265 838,985

無形固定資産 8,656 10,548

投資その他の資産   

投資有価証券 786,809 799,076

会員権 69,400 69,700

繰延税金資産 84,140 70,881

その他 42,591 43,374

貸倒引当金 △45,900 △44,300

投資その他の資産計 937,040 938,731

固定資産合計 1,783,962 1,788,266

資産合計 6,730,266 6,288,925



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 2,367,303 1,975,208

未払法人税等 29,199 85,602

未成工事受入金 229,274 161,542

完成工事補償引当金 8,000 8,000

工事損失引当金 1,700 －

賞与引当金 16,100 38,700

その他 87,275 93,768

流動負債合計 2,738,852 2,362,821

固定負債   

退職給付引当金 196,004 184,703

役員退職慰労引当金 96,832 93,156

その他 460 480

固定負債合計 293,296 278,339

負債合計 3,032,149 2,641,161

純資産の部   

株主資本   

資本金 723,000 723,000

資本剰余金 472,625 472,625

利益剰余金 2,523,347 2,461,314

自己株式 △46,217 △46,217

株主資本合計 3,672,755 3,610,721

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 25,361 37,043

評価・換算差額等合計 25,361 37,043

純資産合計 3,698,116 3,647,764

負債純資産合計 6,730,266 6,288,925



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 4,669,379 6,713,736

売上原価 4,328,879 6,199,179

売上総利益 340,499 514,557

販売費及び一般管理費 337,704 349,898

営業利益 2,795 164,658

営業外収益   

受取利息 12,696 11,082

受取配当金 4,357 6,991

受取賃貸料 34,789 35,606

その他 4,578 5,437

営業外収益合計 56,422 59,117

営業外費用   

賃貸費用 9,372 9,336

その他 696 941

営業外費用合計 10,069 10,277

経常利益 49,148 213,498

特別損失   

固定資産除却損 3,975 18

会員権評価損 － 300

貸倒引当金繰入額 100 1,600

特別損失合計 4,075 1,918

税金等調整前四半期純利益 45,073 211,579

法人税、住民税及び事業税 8,767 90,789

法人税等調整額 19,221 7,366

法人税等合計 27,988 98,155

少数株主損益調整前四半期純利益 － 113,423

四半期純利益 17,084 113,423



（第３四半期連結会計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 1,798,645 1,986,576

売上原価 1,708,003 1,848,890

売上総利益 90,641 137,685

販売費及び一般管理費 112,226 114,124

営業利益又は営業損失（△） △21,585 23,560

営業外収益   

受取利息 4,173 3,714

受取配当金 1,781 2,287

受取賃貸料 11,348 11,903

その他 875 555

営業外収益合計 18,178 18,460

営業外費用   

賃貸費用 2,762 2,749

その他 231 292

営業外費用合計 2,993 3,041

経常利益又は経常損失（△） △6,400 38,979

特別損失   

固定資産除却損 110 18

貸倒引当金繰入額 100 200

特別損失合計 210 218

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△6,610 38,761

法人税、住民税及び事業税 △4,672 1,844

法人税等調整額 5,331 18,013

法人税等合計 659 19,858

少数株主損益調整前四半期純利益 － 18,902

四半期純利益又は四半期純損失（△） △7,269 18,902



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 45,073 211,579

減価償却費 26,132 20,332

貸倒引当金の増減額（△は減少） 200 1,630

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1,000 －

工事損失引当金の増減額（△は減少） 6,700 1,700

賞与引当金の増減額（△は減少） △22,600 △22,600

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,189 11,301

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,364 3,675

受取利息及び受取配当金 △17,054 △18,073

売上債権の増減額（△は増加） 354,939 △573,633

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △864,480 △44,564

仕入債務の増減額（△は減少） △1,808,206 392,095

未成工事受入金の増減額（△は減少） 423,446 67,731

その他 △164,826 △142,603

小計 △2,023,500 △91,429

利息及び配当金の受取額 13,779 14,618

法人税等の支払額 △68,006 △144,108

法人税等の還付額 7,910 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,069,816 △220,919

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △10,000

定期預金の払戻による収入 － 10,000

有形固定資産の取得による支出 △5,272 △19,531

無形固定資産の取得による支出 △2,980 △1,000

投資有価証券の取得による支出 △5,976 △6,455

その他 △1,279 700

投資活動によるキャッシュ・フロー △15,508 △26,287

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △51,306 △51,485

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,306 △51,485

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,136,631 △298,692

現金及び現金同等物の期首残高 3,422,611 2,692,611

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,285,979 2,393,918



該当事項はありません。 

  

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日）  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

内部管理上採用している区分によっております。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業：建築・土木その他建設工事全般に関する事業及び不動産に関する事業 

運輸事業：貨物の運送に関する事業 

２．会計処理基準等の変更 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準） 

「四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間から「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用してお

ります。これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の建設事業における売

上高が609,250千円増加し、営業損失が27,273千円減少しております。 

  

〔所在地別セグメント情報〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。 

  

〔海外売上高〕 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

海外売上高がないため、記載しておりません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報等

  
建設事業 
（千円） 

運輸事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  4,516,127  153,251  4,669,379  －  4,669,379

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  4,516,127  153,251  4,669,379  －  4,669,379

営業利益又は営業損失（△）  △8,451  11,247  2,795  －  2,795



当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当企業グループの報告セグメントは、当企業グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもの

であります。 

 当企業グループは、当社で建設事業を、子会社 ケミカル運輸株式会社で運輸事業を営んでおり、それらの会

社ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。したがって、当企業グループは、それぞれの会

社を基礎としたサービス別のセグメントから構成されており、「建設事業」及び「運輸事業」の２つを報告セグ

メントとしております。 

「建設事業」：建築・土木その他建設工事全般に関する事業及び不動産に関する事業 

「運輸事業」：貨物の運送に関する事業  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

   

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成

20年３月21日）を適用しております。 

  

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日） 

 該当事項はありません。  

  （単位：千円）

  建設事業 運輸事業 
合 計 
（注） 

売上高       

(1）外部顧客への売上高  6,526,536  187,200  6,713,736

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －

計  6,526,536  187,200  6,713,736

セグメント利益  129,388  35,270  164,658

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

生産、受注及び販売の状況 

① 受注高                                    （単位：千円、％）

 （注）土木工事の官公庁の欄については、当第３四半期累計期間以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額が

減額になった工事が含まれております。 
  

② 売上高                                    （単位：千円、％）

  
③ 次期繰越高                                  （単位：千円、％）

４．補足情報

項 目  

前年同四半期累計期間

（平成22年３月期 

    第３四半期）

当第３四半期累計期間

（平成23年３月期 

    第３四半期）

比較増減 
（参考） 

平成22年３月期 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比 

 建 

  

 設 

  

 事 

  

 業 

 建 

 築 

 官公庁  154,050  2.8  54,408 0.9  △99,642  △64.7  157,350  2.1

 民  間  3,013,078  55.0  5,899,144 98.9  2,886,066  95.8  4,035,573  53.3

   計  3,167,128  57.8  5,953,552 99.8  2,786,424  88.0  4,192,923  55.4

 土 

 木 

 官公庁  274,570  5.0  △179,013 △3.0  △453,583  －  1,207,694  15.9

 民  間  2,034,072  37.2  192,628 3.2  △1,841,443  △90.5  2,174,301  28.7

   計  2,308,642  42.2  13,615 0.2  △2,295,026  △99.4  3,381,996  44.6

 計 

 官公庁  428,620  7.8  △124,605 △2.1  △553,225  －  1,365,044  18.0

 民  間  5,047,150  92.2  6,091,773 102.1  1,044,622  20.7  6,209,874  82.0

   計  5,475,770  100.0  5,967,168  100.0  491,397  9.0  7,574,919  100.0

項 目  

前年同四半期累計期間

（平成22年３月期 

    第３四半期）

当第３四半期累計期間

（平成23年３月期 

    第３四半期）

比較増減 
（参考） 

平成22年３月期 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比 

 建 

  

 設 

  

 事 

  

 業 

 建 

 築 

 官公庁  149,679  3.2  52,153  0.8  △97,526  △65.2  157,350  1.8

 民  間  3,751,478  80.3  4,671,954  69.6  920,475  24.5  6,477,357  73.6

   計  3,901,157  83.5  4,724,107  70.4  822,949  21.1  6,634,707  75.4

 土 

 木 

 官公庁  137,320  2.9  94,835  1.4  △42,485  △30.9  1,296,594  14.7

 民  間  477,650  10.3  1,707,593  25.4  1,229,943  257.5  654,877  7.5

   計  614,970  13.2  1,802,428  26.8  1,187,458  193.1  1,951,472  22.2

 計 

 官公庁  286,999  6.1  146,988  2.2  △140,011  △48.8  1,453,944  16.5

 民  間  4,229,128  90.6  6,379,548  95.0  2,150,419  50.8  7,132,235  81.1

   計  4,516,127  96.7  6,526,536  97.2  2,010,408  44.5  8,586,180  97.6

 運輸事業  153,251  3.3  187,200  2.8  33,948  22.2  212,537  2.4

 合  計  4,669,379  100.0  6,713,736  100.0  2,044,356  43.8  8,798,717  100.0

項 目  

前年同四半期累計期間

（平成22年３月期 

    第３四半期）

当第３四半期累計期間

（平成23年３月期 

    第３四半期）

比較増減 
（参考） 

平成22年３月期 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率 金 額 構成比 

 建 

  

 設 

  

 事 

  

 業 

 建 

 築 

 官公庁  4,371  0.0  2,255  0.1  △2,116  △48.4  －  －

 民  間  4,638,056  61.4  4,161,862  82.8  △476,194  △10.3  2,934,673  52.5

   計  4,642,427  61.4  4,164,117  82.9  △478,310  △10.3  2,934,673  52.5

 土 

 木 

 官公庁  1,165,950  15.5  665,952  13.2  △499,998  △42.9  939,800  16.8

 民  間  1,747,672  23.1  195,708  3.9  △1,551,963  △88.8  1,710,673  30.7

   計  2,913,622  38.6  861,660  17.1  △2,051,961  △70.4  2,650,473  47.5

 計 

 官公庁  1,170,321  15.5  668,207  13.3  △502,114  △42.9  939,800  16.8

 民  間  6,385,728  84.5  4,357,571  86.7  △2,028,157  △31.8  4,645,346  83.2

   計  7,556,049  100.0  5,025,778  100.0  △2,530,271  △33.5  5,585,146  100.0
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